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連結決算ハイライト

（百万円）

増減率増減額

1株当たり配当金

+43.5%+¥157.42¥519.72¥362.301株当たり当期純利益

+¥40¥140¥100

+0.8P12.8%11.9%営業利益率

+6,214

+7,264

+6,309

+32,622

+38.1%

+23.4%

+20.9%

+12.9%

22,51816,303当期純利益

38,25230,987経常利益

36,46930,159営業利益

285,585252,963売上高

　　2006年3月期2005年3月期

　前期との比較
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連結決算ハイライト

増減額

+1,51822,51821,000当期純利益

+2,85238,25235,400経常利益

+2,469
+15,585

36,46934,000営業利益

285,585270,000売上高

2006年3月期

（実績）

2006年3月期

（予想）

（百万円）

（注）予想は、2005年10月14日発表

　予想との比較
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業種別連結売上高　

増減率増減額構成比2006年3月期構成比2005年3月期

+32,622
+2,299
+1,008
+3,471

+25,842

285,585
21,014
36,720
49,681

178,168

252,963
18,714
35,712
46,209

152,326

+2.8%12.9%14.1%　その他民間

+7.5%17.4%18.3%　流通

100.0%
7.4%

60.2%

+12.9%100.0%　合計

+12.3%7.4%　官公庁

+17.0%62.4%　金融

（百万円）

+9.7%+3,09912.2%34,90712.6%31,808ｾﾌﾞﾝ&ｱｲﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

+32.2%+21,62231.1%88,72526.5%67,102野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

官公庁

7.4%その他民間

　　　14.1%
流通

18.3%

金融　

60.2%　

官公庁

　7.4%
その他民間

　　　　12.9%

流通

17.4%

金融　

62.4%

2005年3月期2005年3月期 2006年3月期2006年3月期

（注）野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽおよびｾﾌﾞﾝ&ｱｲﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽは向け売上高は、それぞれの子会社向け売上高を含む
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品目別連結売上高

285,585

44,584

241,000

30,392

106,212

104,395

　2006年3月期

+13.0%+27,77084.4%84.3%213,230システムソリューション

252,963

39,733

26,284

97,559

89,386

2005年3月期 増減率

100.0%

15.7%

10.4%

38.6%

35.3%

構成比

+32,622

+4,851

+4,107

+8,653

+15,009

増減額構成比

+12.9%100.0%　　 合　計

+12.2%15.6%コンサルティング・ナレッジ

+15.6%10.6%商品販売等

+8.9%37.2%運用処理

+16.8%36.6%開発・製品販売

（百万円）
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連結P/Lハイライト

+336562226　　　 持分法による投資利益

+23.4%+7,26438,25230,987経常利益

+0.8P12.8%11.9%営業利益率

+9551,783828　営業外損益

+6,309
+3,337

+0.6P

+9,647
+14,162

+22,974
+32,622
増減額

+20.9%36,46930,159営業利益

25.2%24.6%　　　 売上総利益率

　外注費

+12.0%213,706190,732　売上原価

+19.4%87,33573,173

+10.4%35,40932,071販管費

+15.5%71,87862,230売上総利益

+12.9%285,585252,963売上高　　

増減率2006年3月期2005年3月期

（百万円）
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連結P/Lハイライト　続き

△981－981本社移転費用

△3571,1981,555投資有価証券評価減　

△4,8007245,524投資有価証券売却益　

△6,526－6,526ソフトウエア評価減　

+6,214
+3,959

△8,150

△5,241
+7,264
増減額

1,4419,592特別損失

11,058 15,017法人税等

+38.1%22,51816,303当期純利益

7245,965特別利益

+23.4%38,25230,987経常利益

増減率2006年3月期2005年3月期

（百万円）
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連結キャッシュ・フロー

△48,144△48,147△2　　　　　　　　（うち自己株式の取得・処分）

+99,83517,853△81,981　投資活動によるCF

+12,07550,75238,677現金及び現金同等物の期末残高

△50,899△54,828△3,928　財務活動によるCF

△58,13438,67796,812現金及び現金同等物の期首残高

△31174205　現金及び現金同等物に係る換算差額

2005年3月期　　

121,14166,729△54,411フリー・キャッシュ・フロー

増減額2006年3月期

+113,646

+21,305

44,056△69,589　（うち資金運用目的投資）

27,569 48,875　営業活動によるCF

（百万円）



この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。
Copyright（C） 2006 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 9

連結受注残高

132,030

17,679

114,350

1,021

92,633

20,695

2006年3月末

+12.2%+12,455101,895システムソリューション

117,923

16,027

－

87,918

13,976

2005年3月末 増減率

+14,107

+1,652

+1,021

+4,714

+6,718

　　増減額

+12.0%　　 合　　　計

+10.3%コンサルティング・ナレッジ

－商品販売等

+5.4%運用処理

+48.1%開発・製品販売

（百万円）
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２．2007年3月期業績見通し

1. 2006年3月期決算について

３．2007年3月期の重点施策
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2007年3月期　通期連結業績予想

　2006年3月期
　　（実績）

+¥30¥170¥1401株当たり配当金

連結配当性向

+8.9%+¥46.51¥566.23¥519.721株当たり当期純利益

30.0%26.2%

0.0P12.8%12.8%営業利益率

+4

+2

+5
+44

増減額 増減率
　　2007年3月期
　　（予想）

+2.1%

+0.6%

+1.5%
+1.5%

230225当期純利益

385382経常利益

370364営業利益

2,9002,855売上高

（億円）
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2007年3月期　業種別通期連結売上予想

増減率増減額構成比
　　2007年3月期
　　（予想）

構成比
2006年3月期
（実績）

+44
+39
△17

+3
+18

2,900
250
350
500

1,800

2,855
210
367
496

1,781

△4.7%12.1%12.9%　その他民間

+0.6%17.2%17.4%　流通

100.0%
7.4%

62.4%

+1.5%100.0%　合計

+19.0%8.6%　官公庁

+1.0%62.1%　金融

（億円）

官公庁

8.6%その他民間

　　　　12.1%
流通

17.2%

金融　

62.1%

官公庁

7.4%その他民間

　　　 12.9%

流通

17.4%

金融　

62.4%

2006年3月期（実績）2006年3月期（実績） 2007年3月期（予想）2007年3月期（予想）
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2007年3月期　品目別通期連結売上予想

2,900

450

2,450

200

1,100

1,150

　2007年3月期
　（予想）

+1.7%+3984.5%84.4%2,410システムソリューション

2,855

445

303

1,062

1,043

2006年3月期
（実績）　　 増減率

100.0%

15.6%

10.6%

37.2%

36.6%

構成比

+44

+4

△103

+37

+106

増減額構成比

+1.5%100.0%　　 合　　　計

+0.9%15.5%コンサルティング・ナレッジ

△34.2%6.9%商品販売等

+3.6%37.9%運用処理

+10.2%39.7%開発・製品販売

（億円）
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２．2007年3月期業績見通し

1. 2006年3月期決算について

３．2007年3月期の重点施策
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情報サービスマーケットの環境認識　～４つの脅威

情報サービスマーケット

オフショア企業（中国･インド）

の台頭

ハードウェア
ベンダーの
ソリューション
事業参入

パッケージ
システム
（ＥＲＰ等）
の普及

顧客
ＩＴ投資に対するＲＯＩ重視
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ＮＲＩの目指すところ　～顧客への『浸透』

オフショア企業（中国･インド）

の台頭

ハードウェア
ベンダーの
ソリューション
事業参入

パッケージ
システム
（ＥＲＰ等）
の普及

顧　客

　
　

　
　

ＮＲＩＮＲＩ
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2002/3
2003/3

2004/3
2005/3

2006/3
2007/3

…

370
364

301

280
271

303

200

300

400

さらなる成長へ　～業績の推移

(営業利益：億円)

12.8%
11.7%

11.8%
11.9%

12.8%
12.8%

営業利益

営業利益率

（予）

年率9.8%
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さらなる成長へ　～大型プロジェクト完遂をカバー

2006年３月期 2007年３月期（予）

次世代システム

システム統合

コーポレートグループ

システム

売上高のイメージ

大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
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２００７年３月期の重点施策

成長を推進する仕組み構築

成長領域の明確化

ソリューション力の強化

ナビゲーション力の強化

持続的成長

　　　 　さらなる生産革新　　　 　さらなる生産革新

主要顧客との新たな
パートナーシップ

（１）-1

得意分野での
ビジネス拡大

　人材　人材

（１）-２

中長期成長に向けた
事業拡大

（１）-３

（２）-1

（２）-２

事業拡大
顧客への『浸透』

内なる
先行投資
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（１）-１　主要顧客との新たなパートナーシップ

顧客の「IT＋ビジネス」戦略
構築支援

顧客の「IT＋ビジネス」戦略
構築支援

顧客のビジネス戦略
のサポート

次なるプロジェクトの提案

預かり資産100兆円、
500万口座（中期目標）

ジョインベスト証券
設立

インフラ整備
・コールセンター
・ホームトレード

対面サービス強化
・野村SMA
・店舗展開

上流工程強化による
付加価値の高い提案

上流工程強化による
付加価値の高い提案

（出所）野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株）ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞより
（出所）各種報道、

　　　ｾﾌﾞﾝ&ｱｲﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ、ｾﾌﾞﾝ銀行

　　　各社ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞより

独自の
電子マネー発行

ミレニアムリテイリング
との事業提携・統合を

決定

グループ開発ブランド

ｾﾌﾞﾝ銀行
銀行代理店業務開始

顧客への『浸透』

・・・etc.・・・etc.



この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。
Copyright（C） 2006 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 21

（１）-２　得意分野でのビジネス拡大　～金融向けビジネス

金融機関を中心に旺盛なIT投資計画

△ 30

△ 20

△ 10

0

10

20

30

40

50

製造業 非製造業 金融機関 証券業 銀行業 保険業 ノンバンク

（
％

）

01年 02年 03年 04年 05年計画(9月調査) 05年計画(12月調査)

（出所)　日銀短観2005年12月　前年同月比伸び率

製造業 非製造業 金融機関 証券業 銀行業 保険業 ノンバンク
△ 30

△ 20

△ 10

0

10

20

30

40

50

製造業 非製造業 金融機関 証券業 銀行業 保険業 ノンバンク

（
％

）

01年 02年 03年 04年 05年計画(9月調査) 05年計画(12月調査)

（出所)　日銀短観2005年12月　前年同月比伸び率

製造業 非製造業 金融機関 証券業 銀行業 保険業 ノンバンク製造業 非製造業 金融機関 証券業 銀行業 保険業 ノンバンク

クロスセル
・銀行の総合金融サービス

会社化

預金、ローン、投信窓販、

　証券仲介、保険窓販 etc

・個人向けアドバイザリー

サービス

　貯蓄から投資へ

　富裕層向けサービス／SMA

　　
利用者本位の金融

　　クロスセル･チャネル改革
　　
利用者本位の金融

　　クロスセル･チャネル改革

販売チャネル改革
・金融ネット取引の拡大と進化

　コールセンター／CRM

・新型銀行（他業種からの参入）

への対応

・金融IT新技術

　生体認証
(SMA：Separately Managed Account) 

市場改革
・証券決済制度改革 (STP)

取引所、決裁機構、

株券電子化、投信受益権DVP

・銀行の証券システム再構築

　　
金融･資本市場の効率化

システム改革
　　
金融･資本市場の効率化

システム改革

サービス効率化

・年金改革

・証券化促進

・金融所得一体課税

・金融機関の品質管理
売買執行・ファンド管理最適化

・グローバル金融商品拡大

企業内経営関連規制
・金融機関の経営リスク管理

　オペリスク ／BCP ・ DR 

　バーゼルⅡ／日本版SOX法

　　 リスク管理/ 投資家保護

(BCP：Business Continuity Planning　DR：Disaster Recovery)

・個人へのリスク商品販売

　投資サービス法

　コンプライアンス強化

個人保護規制
・情報セキュリティ管理　　

個人情報保護法

・金融の製造者責任　
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（１）-２　得意分野でのビジネス拡大　～日本郵政公社

簡易保険システム

Ｐ－ＮＥＴ再構築

2005年10月（稼動）　BESTWAYをベースにシステムを構築

郵便局での投資信託窓口販売に必要な一連の業務をカバー

2006年3月（公表）　570億円で落札～2009年3月

汎用IP技術を使い、外部との相互接続性を向上

2001年1月（稼動）　簡易保険総合情報システムの更改・拡充

（４次オンラインシステム）

Ｐ－ＬＡＮ･Ｐ－ＮＥＴ
2002年3月（稼動）　郵政事業庁（当時）内LANおよび

全国の約２万局の郵便局間を結ぶネットワークを構築

簡易保険システム更改 2005年8月（公表）　5.4億円で基本設計を落札

投信窓販システム

：システム基盤ソリューション（注）落札金額は税抜き

得意とする分野で培ったノウハウ

を活かし、日本郵政公社の

さまざまなビジネスをサポート

：金融ノウハウ



この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。
Copyright（C） 2006 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 23

（１）-３　中長期成長に向けた事業拡大

②運用ビジネス
　 強化

ＩＴイノベーション

アウトソーシング

共同利用型/パッケージ

③共同利用型システムの競争力Ｕｐ キャパシティＵｐ＆機能拡張

　NRIデータとの合併効果

　新データセンターの建設
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『ＩＴイノベーション』『ＩＴイノベーション』

①圧倒的優位性の確立
金融ＩＴイノベーションセンター
経営ＩＴイノベーションセンターの新設
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（２）-１　さらなる生産革新　～ＮＲＩデータ合併での効果

運用革新

運用を考慮した設計

ソリューション
（システム構築･運用）

システム

マネジメント
（データセンター運用

など）

ナビゲーション
（業務改革提案）

※2006年4月１日合併

運用開発設計

ＮＲＩグループとしてのトータルソリューションＮＲＩグループとしてのトータルソリューション
品質の向上　と　競争力強化品質の向上　と　競争力強化

ＮＲＩ+ＮＲＩデータ

総合力の発揮
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（２）-１　さらなる生産革新　～エンハンスメント革新

人財育成（ローテーション・・・） 情報共有

ノウハウ蓄積（開発技法改善・・・） 協力会社施策（評価含む）

エンハンスＱＭＳ　エンハンス標準 マネージメント要件のモデル

コミュニケーション／
　　 文書管理

統合管理
（活動計画、要員管理）

本番運用／
環境管理

品質管理

進捗／課題管理
問合せ／
テーマ管理

パートナー
　　対応

お客様対応作業分類：
「テーマ対応」、「問合せ対応」、
「運用・保全」、「障害対応」

調査・見積 設計

開発 テスト

リリース 保全・監視

開発作業

（ＰＭが管理）

管理項目

開発作業

組織運営
（部長・ＧＭが管理）
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（２）-２　人材　～計画的な人員増

197
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281 159

196 235
300

3,000
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4,000

4,500

5,000

5,500

連
結
人
員
数
（
人
）

2001/3 2002/3 2003/3 2004/3 2005/3 2006/3 2007/3 2008/3

安定的な増加安定的な増加

相次ぐ大型プロジェクト

金融 ・・・

（計画）

うち新卒採用数

戦力化してきた
若手人材

戦力化してきた
若手人材

（予）　　　　　　（推）
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　　　　PM

（２）-２　人材　～優秀なＰＭの育成
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250

2003/3 2004/3 2005/3 2006/3 2007/3
０
３
/
３
期
を
1
0
0
と
し
た
と
き
の
値

ＰＭ数の推移

大型プロジェクト・難プロジェクトは、人を育てる

大型、難易度の高い
プロジェクト

大型、難易度の高い
プロジェクト

PJTPJT PJTPJT PJTPJT

PM

育成 育成

次世代ＰＭの育成

育成

PMPMPM

・若手人材の戦略的アサイン

・社内認定制度（PM、ITA、SA、BA)

・各種研修プログラム

（各期にA,Bランクプロジェクトを担当したPM数。同一人物の重複分は除く)

育ったＰＭが

新しいプロジェクトへ

（推）

※プロジェクトランク･･･当社規定により、規模や難易度etc… によって
　　　　　　　　　　　　　　A～Cにランク付けされる

　　　　PM 　　　　PM
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（２）-２　人材　～中国オフショア開発の進化

量的な拡大 質的な拡大

継続的な

エンハンスメント

開
発

業務知識

設計力の向上

安定的な

体制の確保

今までは これからは
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　◎リソース確保の多様化
　◎価格競争力の強化

　◎リソース確保の多様化
　◎価格競争力の強化

(億円)

100～120

(予)

７地域２０社
2006年3月末時点
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設
計

一過性の

新規開発
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・本資料は、2006年3月期決算の業績および今後の経営戦略に関する情報の提供を目的としたものであり、当社が発行する有価証券の投資勧誘

　を目的としたものではなく、また何らかの保証・約束をするものではありません。本資料に掲載されております事項は、資料作成時点における当社

　の見解であり、その情報の正確性および完全性を保証または約束するものではなく、また今後、予告無しに変更されることがあります。

・本資料のいかなる部分も一切の権利は野村総合研究所に帰属しており、電子的または機械的な方法を問わず、いかなる目的であれ、無断で複製

　または転送等を行わないようお願いいたします。
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参考資料

1. 2006年3月期の取り組み　（新聞、雑誌等の記事より抜粋）

2. プロジェクト事例

3. その他
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１． 2006年3月期の取り組み　～　三菱UFJ証券

2005年10月7日　ニッキン

三菱UFJ証券の10月1日発足にともない、
　ホールセール業務は旧三菱証券、

　リテール業務は旧UFJつばさ証券にシステムを統合
NRIは従来から両社のシステムをサポート

三菱UFJ証券システム統合
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１． 2006年3月期の取り組み　～日本郵政公社①

2005年10月31日号　金融財政事情

投資信託窓口販売システムの開発・運用を

　2005年4月に受注
NRIは従来より、銀行向けの投信窓販用パッケージ
　システム「BESTWAY」で大きなシェアを獲得

2005年4月26日 日刊工業新聞

投信窓販システム



この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。
Copyright（C） 2006 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 33

１． 2006年3月期の取り組み　～日本郵政公社②

2006年3月2日

日本経済新聞

11面

全国24,600ヵ所の郵便局と計算機センター
　を結ぶ「郵政総合情報通信ネットワーク（PNET）」
　の再構築を受注

新ネットワークは、2007年10月の民営化後に、
　郵便、貯金、保険のサービスを提供するための基盤となる

　システム

P-NET再構築

2006年3月3日　

日刊工業新聞
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１． 2006年3月期の取り組み　～ セブン＆アイグループ

2006年3月20日

日経コンピュータ

2006年1月、勘定系システムを全面刷新
当プロジェクト推進メンバーとして、 NRIから12名がセブン銀行に出向・常駐

セブン銀行/新勘定系システム
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１．2006年3月期の取り組み　～ データセンター

2006年3月29日

日刊建設工業新聞

国内4ヵ所目となるデータセンターを横浜市に建設予定（ 2007年秋竣工）

データセンター

2006年3月29日
日本経済新聞（神奈川版）
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２．プロジェクト事例

株式会社 良品計画
基幹系システム

キッコーマン 株式会社
基幹系システム＆情報系システム

基幹系システム＆物流システム

2006年3月期に受託したアウトソーシング案件の例

国分 株式会社
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３．その他　　～ 事業環境：オンライン証券

・大手5社の2005年度売買代金は前年度に比べ倍増

・株式売買手数料の引き下げを背景に、口座獲得競争が再燃する可能性も

2006年4月11日

日本経済新聞

2006年4月2日

日本経済新聞
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３．その他　　～ 事業環境：投資信託市場

2006年4月16日 日本経済新聞2006年4月17日　日経金融新聞

・2005年度末の市場規模(公募・私募)が85兆円と過去最高を更新

・日本郵政公社では、投資信託業務を大幅に拡大予定
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３．その他　　～ ブランディング活動

【対顧客】

【対一般】
【対マスコミ】

【対社内】

【対株主】

「2010年の日本」
キャンペーンプロモーション活動
（2005年9月～2006年3月）
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